第４号様式（第７条第１項）
年　　月　　日

横浜市特定建築物耐震改修等補助事業
[bookmark: _GoBack]全 体 設 計 承 認 申 請 書


横浜市長

申請者　　〒　
住所　

氏名　

電話　

横浜市特定建築物耐震改修等補助事業に係る補助金交付要領（以下「要領」という。）第７条第１項の規定に基づき、全体設計の承認を受けたいので、関係書類を添えて次のとおり申請します。申請にあたっては、横浜市補助金等の交付に関する規則（平成17年11月30日横浜市規則第139号）、横浜市特定建築物等耐震改修等事業制度要綱及び要領が適用されることに同意します。

１　建築物の名称

２　事業内容（該当に○をつける）
	
	耐震診断
	
	第１回　段階改修

	
	耐震改修設計
	
	第２回　段階改修

	
	耐震改修
	
	除却



３　建築物及び敷地に関する事項等
別紙１のとおり

４　事業全体の資金計画
別紙２のとおり

５　事業工程
別紙３のとおり

第４号様式の２（第７条第２項）

６　提出書類等チェックリスト
下表のうち、該当する事業の○がついている書類を添付し、申請者記入欄に「✔」印を記入して下さい。（該当しない場合は「／」印を記入して下さい。）
	提出書類
	耐震
診断
	耐震
改修
設計
	耐震
改修
	段階
改修
	除却
	申請者記入欄
	横浜市確認欄

	1
	現状の建築物の外観写真（数枚程度）
	○
	○
	○
	○
	○
	
	

	2
	事業の対象となる部分を表示した図面
	
	
	
	○
	
	
	

	3
	案内図、配置図、平面図、立面図、構造図等
	○
	○
	○
	○
	○
	
	

	4
	建築物の所有権を証する書面
（申請を行う３箇月以内に発行したもの）
	○
	○
	○
	○
	○
	
	

	5
	申請者以外の当該建築物の所有権を有する全ての者が当該事業に申請することに同意を得たことを証する書面又は区分所有者による総会の議決書
	○
	○
	○
	○
	○
	
	

	6
	申請を行う事業の見積書又は入札の結果が分かる書類の写し（３者以上（注））
	○
	○
	○
	○
	○
	
	

	7
	耐震改修促進法施行規則第５条第１項に規定する耐震診断資格者であることが判断できるもの。（耐震診断、耐震改修設計及び改修に係る工事監理は３者以上（注）とする。ただし、改修の基となる設計については１者とする。）
	○
	○
	○
	○
	
	
	

	8
	耐震診断の結果が確認できる書類の写し
（耐震診断義務付け建築物の場合は不要）
	
	○
	○
	○
	○
	
	

	9
	建築士法第23条第１項の規定による建築士事務所登録通知書の写し（３者以上（注））
	○
	○
	○
	○
	
	
	

	10
	建設業法（昭和24年法律第100号）第３条第１項に規定する建設業許可証の写し（３者以上（注））
	
	
	○
	○
	○
	
	

	11
	市内事業者の本市有資格者名簿、法人番号印刷書類又は法人登記簿の写し（３者以上（注））
	○
	○
	○
	○
	○
	
	

	12
	当該耐震改修に係る耐震改修設計の耐震判定委員会等による評価書、当該耐震改修に係る認定通知書、全体計画の認定書又は建築確認済書の写し
	
	
	○
	○
	
	
	

	13
	当該耐震改修の内容が確認できる書類
	
	
	○
	○
	
	
	

	14
	賃貸借契約書の写し及び賃貸借部分が分かるもの
（賃借人が存する要安全確認計画記載建築物のみ）
	
	
	○
	○
	○
	
	

	15
	消費税仕入税額控除確認書
	消費税控除の申告を行わず、消費税を補助対象とする場合
	
	

	16
	その他市長が必要と認める書類
	市から要求のある場合
	
	

	確認事項
	横浜市確認欄

	第１次緊急輸送道路のうち県域を超える重要路線の沿道建築物に該当
	

	第１次緊急輸送道路のうち県域を超える重要路線以外の路線の沿道建築物に該当
	


（注）当該事業にかかる費用が100万円以上と見込まれた場合
第４号様式　別紙１

建築物及び敷地に関する事項等
	建築物の名称
	

	所在地（地番表示）
	　　　区

	延べ面積
	㎡
	補助対象床面積
	㎡

	建築面積
	㎡
	階数
	地上
	階
	地下
	階

	構造種別
	RC　・　SRC　・　S　・　W　造 

	用途
	

	建築確認
履歴
	当初
	建築確認
	　　　　年　　月　　日　第　　　　　号

	
	
	検査済証
	　　　　年　　月　　日　交付

	
	最終
	建築確認
	　　年　　月　　日　第　　　　　号

	
	
	検査済証
	　　年　　月　　日　交付

	該当する建築物の種類
（該当する項目に○）
	
	Ａ．要緊急安全確認大規模建築物

	
	
	Ｂ．要安全確認計画記載建築物

	
	
	Ｃ．多数利用建築物

	
	
	Ｄ．重要道路沿道建築物

	当該敷地が接する
前面道路の路線名
	
（上の建築物の種類がＢ・Ｄの場合に記入）




第４号様式　別紙２

事業全体の資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項　　　　　目
	全体計画
	初年度
	次年度
	３年目以降
	備　考

	支　　出　（　補　助　対　象　事　業　費　）
	①　耐震診断費
	
	
	
	
	

	
	②　耐震改修設計費
	
	
	
	
	

	
	③　耐震改修工事費
	
	
	
	
	

	
	④　工事監理費
	
	
	
	
	

	
	⑤　除却費
	
	
	
	
	

	
	⑥　消費税
	
	
	
	
	

	
	⑦　その他
	
	
	
	
	

	
	⑧　合計（①～⑦）
	
	
	
	
	

	収
入
	⑨　横浜市補助金
	
	
	
	
	

	自己負担金（⑧－⑨）
	
	
	
	
	


（注１）　耐震改修又は段階改修については、耐震改修工事費及び工事監理費の支出項目をそれぞれ記入
すること。
（注２）　段階改修の場合は、当該事業の（１回に要する）資金計画のみを記入すること。

第４号様式　別紙３

事業工程　　　　　　　　　 事業の着手の予定年月日　　　　　 年　　　月　　　日
事業の完了の予定年月日　　　　　 年　　　月　　　日

事業全体について、棒グラフで表示してください。
	年度

	年次
事業名
	　　　年
	　　　年

	
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年度

	年次
事業名
	　　　年
	　　　年

	
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



